
環境厚生委員会資料
健 康 福 祉 部
令和８年８月２４日

１．報告事項

１・・・(健康福祉総務課)令和８年熊本地震に係る島根県の対応状況について（１）

３・・・（健康推進課）国民健康保険に係る保険料水準の統一について（２）



 

 

 

令和８年熊本地震に係る島根県の対応状況について 

 

１．県（人的支援）                                          令和８年８月21日 12時00分現在 

No. 支援内容 対応状況 活動期間等 予算措置等 

１ 災害派遣医療チーム 

（ＤＭＡＴ）の派遣 

⑴島根ＤＭＡＴの派遣 

 病院等の診療支援、搬送支援、搬送調整及び介護施設支援を実施 

 構成：医師、看護師、業務調整員 

 【派遣元病院】松江赤十字病院、雲南市立病院、県立中央病院、 

        島根大学医学部附属病院、大田市立病院、 

        独立行政法人国立病院機構浜田医療センター 

 【活動場所】 熊本市、宇土市、宇城市、美里町 

 

⑵ＤＭＡＴコーディネーションチームの派遣 

 ＤＭＡＴ活動拠点本部等において本部活動支援を実施 

 【派遣元病院】県立中央病院 

 【活動場所】 熊本県央南活動拠点本部、熊本県保健医療福祉調整本部 

7/31～8/5 

10隊52名 

 

 

 

 

 

7/30～8/7 

２隊２名 

予備費対応 

２ 災害派遣精神医療チーム 

（ＤＰＡＴ）の派遣 

 熊本県ＤＰＡＴ調整本部において本部活動支援を実施 

 構成：医師、看護師、業務調整員 

 【派遣元病院】県立こころの医療センター 

 【活動場所】 熊本県ＤＰＡＴ調整本部（熊本県庁内） 

7/29～8/1、 

8/30～9/3 

２隊６名 

予備費対応 

３ 災害派遣福祉チーム 

（ＤＷＡＴ）の派遣 

 避難所における福祉ニーズに対する支援を実施 

 【派遣職種】 

  社会福祉士、介護福祉士、介護支援専門員、保育士、作業療法士、 

  看護師、社会福祉主事等 

 【活動場所】 八代市 

8/16～10/2 

12クール38名 

予備費対応 

４ 災害時健康危機管理支援チ

ーム（ＤＨＥＡＴ）の派遣 

 事前準備の依頼があり、速やかに派遣できるよう準備済  予備費対応 

５ 保健師等チームの派遣  事前準備の依頼があり、速やかに派遣できるよう準備済  予備費対応 

令 和 ８ 年 ８ 月 2 4 日 

環 境 厚 生 委 員 会 資 料 
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２．県（受入支援） 

No. 支援内容 対応状況 活動期間等 予算措置等 

１ 福祉施設（軽費老人ホーム）

への受入支援 

 被災者を受け入れ、利用料（食費・光熱水費を除く）を減免した施設に対し

て助成 

 予備費対応 

 

３．関係団体 

No. 支援内容 対応状況 活動期間等 

１ 救護班等の派遣 日本赤十字社島根県支部 

⑴救護班の派遣 

 避難所運営支援及び避難所アセスメント等を実施 

 構成：医師、看護師、薬剤師等 

 【派遣元病院等】益田赤十字病院、松江赤十字病院、日本赤十字社島根県支部 

 【活動場所】  八代市、氷川町 

 

⑵こころのケア班の派遣 

 日本赤十字社岡山県支部と合同班（１班３名）を構成し、こころのケア等を実施 

 【派遣元病院】益田赤十字病院 

 【活動場所】 八代市 

7/31～8/3、 

8/15～8/18 

２班16名 

 

 

 

8/15～19 

１班３名のう

ち島根県から

１名を派遣 

２ 給水活動 日本水道協会島根県支部 

 コミュニティーセンターにおける直接給水、病院、福祉施設等の貯水槽へ運搬給水を実施 

 【派遣元】  松江市上下水道局、出雲市上下水道局、安来市上下水道部、 

        益田市上下水道部、浜田市上下水道部、雲南市上下水道局、島根県企業局 

 【活動場所】 八代市 

7/31～8/29 

18班72名 

３ 応援職員の派遣 島根県社会福祉協議会 

 災害ボランティアセンター運営支援を実施 

 【活動場所】 八代市 

8/16～8/20 

１班２名 

４ 義援金の受付 日本赤十字社島根県支部、島根県共同募金会、市町村共同募金委員会（各市町村社会福祉協議

会内） 

7/31～10/30 
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国民健康保険に係る保険料水準の統一について 

令和６年３月に策定した島根県国民健康保険運営方針（以下「運営方針」という。）では、保険料水準統一の在り方や各課題について、

中間見直し時（令和８年度）に向けて議論を進めることとしていた。 

運営方針を踏まえ、県と市町村等で議論を積み重ねてきた結果、国民健康保険における保険料水準の県内統一に向けて一定の方向性が

まとまったことから、７月15日に、県から市長会及び町村会に対して、具体的な対応について提案を行った（別添資料参照）。 

今年度の運営方針の改定に反映させるため、11月上旬までに提案に対する市町村の意見をとりまとめてもらうこととしている。 

 

１．保険料水準統一の意義 

 ⑴ 被保険者の減少が続く中での財政運営の安定化 

被保険者の減少と高齢化が進み、総医療費は減少傾向にある一方で、高齢化や医療の高度化等により一人当たりの医療費は増加傾

向にあることから、今後の財政運営がより不安定になることが懸念される。 

県内の11町村が被保険者３千人未満の小規模保険者に該当する中で、予期しない高額な医療費が発生した際には、市町村ごとの保

険料に大きな影響を与える可能性がある。 

保険料水準の統一（納付金ベースの統一〔注〕）により、医療費の変動リスクを市町村単位ではなく、県全体で分散することで保険

料の急激な変動を抑制することができる。 

 

 ⑵ 保険給付を全ての被保険者で支え合う状況を踏まえた負担の公平性の確保 

市町村の医療費水準や所得水準によって保険料負担に差が生じているが、全国一律の診療報酬のもと、どこの医療機関でも同様の

水準の保険給付が受けられることなどを鑑みると、居住地によって保険料負担が異なる状況は、保険給付を県内の全市町村の被保険

者で支え合う状況下にあっては適当ではない。 

保険料水準の統一（完全統一）により、県内どこに居住していても同じ所得水準、同じ世帯構成であれば同じ保険料となることで、

負担の公平性を図ることができる。 

令 和 ８ 年 ８ 月 ２ ４ 日 
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２．提案した内容 

⑴ 令和10年度に、各市町村が県に納付する納付金の算定に医療費水準を反映させない「納付金ベース」での統一を行うこと。 

⑵ 令和15年度までに、被保険者に適用する保険料率を全県で統一する 「完全統一」を行う。ただし、その適用が困難な市町村におい

ては、遅くとも令和18年度までに行うこと。 

⑶ 令和10年度から14年度までの間については、保険料負担の急激な上昇を抑制するため、納付金等が増加する市町村に対し、県で２

号交付金（特別交付金（県繰入分））を財源にした激変緩和措置を講じること。 

 

３．今後のスケジュール（案） 

11月上旬  市長会及び町村会からの取りまとめの報告を受けて、県としての方針を決定 

12月上旬  運営方針の改定(案)に反映し、常任委員会（11月議会）において説明 

12月上旬  運営方針の改定(案)のパブリックコメントを実施 

３月上旬  常任委員会（２月議会）において、運営方針の改定(最終案)を説明 

３月中旬  島根県国民健康保険運営協議会において、運営方針の改定を審議 

３月下旬  運営方針改定 

 

 

〔注〕納付金ベースの統一 

  各市町村の保険料率は、県が被保険者数と所得水準によって按分した額に医療費水準の差異も加味して市町村ごとの納付金を算定

し、各市町村において当該納付金の額を賄うように設定されているが、各市町村の賦課方法はそのままに、各市町村が県に納付する納

付金の算定に、医療費水準の差異を反映しない方法により保険料水準の統一を行うこと。 
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